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〒140-0002 東京都品川区東品川4丁目12番6号 日立ソフトタワーB
TEL（03）5780-3111（代表）
http://hitachi-business.com

株　主　メ　モ
1単元の株式の数 100株

決　算　期 毎年3月末日

利益配当金受領株主確定日 毎年3月末日

中間配当金受領株主確定日 毎年9月末日

定時株主総会 毎年6月

公告掲載新聞 東京都において発行する日本経済新聞

貸借対照表及び損益計算書掲載ホームページ

http://hitachi-business.com/Finance/Kessan/

名義書換代理人 東京証券代行株式会社

http://www.tosyodai.co.jp/index.html

本　　　店 〒100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目5番1号（新丸ビル）

TEL（03）3212-4611

取　次　所 東京証券代行株式会社　営業所及び各取次所



上半期� 下半期�

13年度� 6,700

14年度�
（見込み）�
18,1009,042

16,9677,989

売上高の推移（単位 百万円）
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ごあいさつ

当期の概況は次の通りです。

取締役社長

鴨川 和正

■最新システムソリューション事業

1. モバイルソリューション事業

2. EC/EDIソリューション事業

eビジネス環境の進化・拡大に対応した
各種企業間電子商取引（EC）ソリューションの提供

トピックス

2

・保険業界向け「厚生年金共同事業化システム」の開発
・産業・流通業界向け「Webシステム」の開発

・EC製品 サプライヤー向けB2Beコマースソリューションシステム
「受快/Dandi/Windyシリーズ」の販売

・EDI製品 「ACMSシリーズ」による「EDIソリューションサービス」の提供

事　　業 当 期 の 概 況

ソフトソリューション事業

情報機器・サービス事業

（注）Java及びJavaに関する商標は、米国Sun Microsystems社の米国及びその他の国における登録商標です。

システムソリューション事業

（1）EC/EDIソリューション分野

・新聞販売店向け顧客情報システム「YOMISOFT」の拡販
・営業支援システム「eセールスマネージャー」の拡販

（2）CRMソリューション分野

・Web環境におけるシステムインテグレーションの提供
・Javaコンポーネントシステム「JXReport」の拡販

（3）Webソリューション分野

・PCアクセスサービス「DoMobile」の発売

（4）モバイルソリューション分野

・PC組立て、インストール/保守等のサービスの提供
・各メーカーの情報機器の最適組合せの提供

スタンドアロン版� 分散拠点版� Rosettanet対応版� Ariba対応版�

受快シリーズ� Windyシリーズ� Dandiシリーズ�

eマーケットプレイス環境�Web環境�VAN環境�

直接材EC製品� 間接材EC製品�

日立ビジネス� モバイル機器�

オフィス/自宅�

インターネット�SSL

SSL

SSL

ポータルサイトサーバ�

平成14年度中間期の業績をご報告するにあたり、株主の皆様の

いつに変わらぬご支援に対し厚く御礼申し上げます。

情報サービス産業は、e-Japan計画の決定に基づく、電子政府等

を中心とした関連投資や企業の戦略的情報投資意欲に支えられ、

引き続き成長が期待される分野もありますが、経営環境の悪化の

影響による受注価格の低下、IT投資の先送り等、今迄以上に企業

収益を圧迫する要因が増加してきております。

こうした状況の下で、当社としては「知価創造」をモットーに、高

付加価値ソリューション事業の推進に向け、積極的な事業展開を

図っていく所存でございます。

株主の皆様には、一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し

上げます。

平成14年12月

本社事務所移転のお知らせ

当社は、平成14年10月に、開発・設計拠点の統合・集約化を
目的とした東品川シーサイドフォレスト地区への社屋移転を実
施いたしました。この社屋移転により、開発人員の集約化が実
現し、今後さらに一層生産性を向上させ、事業の拡大を図って
いく予定です。

本社事務所 〒140-0002 東京都品川区東品川4丁目12番6号（日立ソフトタワーB）
電 話 番 号 03（5780）3111（代表）
交　　　通 京浜急行線 青物横丁駅下車 徒歩7分

東京臨海高速鉄道りんかい線 品川シーサイド駅下車 徒歩1分

モバイルアクセスサービス『DoMobile』の提供―PCアクセス―

●ユビキタス時代のワークスタイルの革新
（「どこでもオフィス」の実現）

●強固なセキュリティ（SSL）

●新たなハード不要

●安価なサービスの提供（500円／月）

●H14年10月からサービス開始

～世界中どこからでも、モバイル機器（携帯、PDA、PC）からオフィス／自宅のPCへ
インターネットを経由してアクセス～
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当 中 間 期 末
（平成14年9月30日現在）

前 中 間 期 末
（平成13年9月30日現在）

前 事 業 年 度 末
（平成14年3月31日現在）

期　別
科　目

期　別
科　目

（ 当 中 間 期 末 ） （ 前 中 間 期 末 ） （ 前 事 業 年 度 末 ）
1. 有価証券の評価基準および評価方法

満 期 保 有 目 的 債 券 償　却　原　価　法 同 左 同　　　　　　　　　左
その他有価証券（時価のあるもの） 時　　　　価　　　　法 同 左 同 左
そ の 他 の 有 価 証 券 移動平均法による原価法 同　　　　　　　　　左 同　　　　　　　　　左

2. たな卸資産の評価基準および評価方法
商　　　　　　　　　　　品 移動平均法による低価法 同 左 同　　　　　　　　　左
仕　　　　　掛　　　　　品 個別法による原価法 同　　　　　　　　　左 同　　　　　　　　　左

（ 当 中 間 期 末 ） （ 前 中 間 期 末 ） （ 前 事 業 年 度 末 ）
3. 有形固定資産の減価償却の方法 定　　　　率　　　　法 同　　　　　　　　　左 同　　　　　　　　　左
有形固定資産の減価償却累計額 193,261千円 166,814千円 186,777千円

4. 消 費 税 等 の 会 計 処 理 税　　抜　　方　　式 同　　　　　　　　　左 同　　　　　　　　　左
5. 親会社に対する短期金銭債権 4,173,612千円 2,609,585千円 3,149,786千円
親会社に対する短期金銭債務 166,501千円 631,142千円 176,163千円

6. 保　　　証　　　債　　　務 63,415千円 66,436千円 64,758千円
7. １株当たり中間（当期）利益 23円51銭 23円43銭 43円96銭

（中間貸借対照表脚注）

当 中 間 期 末
（平成14年9月30日現在）

前 中 間 期 末
（平成13年9月30日現在）

前 事 業 年 度 末
（平成14年3月31日現在）

中間貸借対照表

（負　債　の　部 ） 千円 千円 千円

流 動 負 債 3,564,467 3,275,288 2,920,525
買 掛 金 1,849,464 1,547,831 1,216,637
未 払 金 39,017 109,569 33,541
未 払 税 金 533,578 475,918 490,617
未 払 費 用 1,068,400 1,025,176 1,074,312
前 受 金 16,758 12,704 9,263
プログラム補修引当金 27,772 49,434 39,988
その他の流動負債 29,476 54,653 56,165
固 定 負 債 692,894 517,586 602,429
退 職 給 付 引 当 金 606,444 460,436 529,429
役員退職慰労引当金 86,450 57,150 73,000

負 債 合 計 4,257,361 3,792,875 3,522,954

（ 資　本　の　部 ）

資 本 金 3,560,000 3,560,000 3,560,000
資 本 剰 余 金 4,554,000 4,554,000 4,554,000
資　本　準　備　金 4,554,000 4,554,000 4,554,000
利 益 剰 余 金 2,375,459 1,995,951 2,189,323
利　益　準　備　金 110,000 110,000 110,000
プログラム等準備金 141,945 102,053 102,053
特 別 償 却 準 備 金 31,269 36,978 36,978
別 途 積 立 金 1,000,000 700,000 700,000
中間（当期）未処分利益 1,092,245 1,046,919 1,240,291
（うち中間（当期）利益） (336,235) (335,109) (628,580)
その他有価証券評価差額金 △2,864 12,909 △26,402
自 己 株 式 △96 ― △96

資 本 合 計 10,486,498 10,122,861 10,276,823

負 債及び資本合計 14,743,859 13,915,737 13,799,778

（ 資　産　の　部 ） 千円 千円 千円

流 動 資 産 11,375,094 6,044,520 10,263,926
現 金 及 び 預 金 210,852 207,782 86,178
受 取 手 形 2,143 2,991 3,870
売　　　掛　　　金 4,846,941 3,676,963 4,258,361
有 価 証 券 4,171,535 827,816 5,023,682
た　な　卸　資　産 603,808 901,078 505,883
預　　　け　　　金 1,100,521 ― ―
繰 延 税 金 資 産 385,509 331,509 341,423
その他の流動資産 62,996 100,213 49,091
貸　倒　引　当　金 △9,213 △3,834 △4,565

固 定 資 産 3,368,765 7,871,216 3,535,851
有 形 固 定 資 産 267,378 148,002 180,575
建　　　　　　　物 14,575 15,825 15,696
工 具 器 具 備 品 93,563 132,176 111,800
建　設　仮　勘　定 159,239 ― 53,079
無 形 固 定 資 産 444,991 424,153 423,093
ソ フ ト ウ ェ ア 441,642 420,804 419,744
施　設　利　用　権 3,348 3,348 3,348
投　　　資　　　等 2,656,395 7,299,060 2,932,182
投 資 有 価 証 券 2,225,290 7,006,232 2,498,792
差 入 敷 金 保 証 金 84,624 84,762 84,624
長 期 前 払 費 用 124,512 163,937 137,655
繰 延 税 金 資 産 71,448 31,028 60,589
そ の 他 の 投 資 等 150,520 13,100 150,520

資 産 合 計 14,743,859 13,915,737 13,799,778

※資本の部は、商法施行規則に基づき表示しております。
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（ 経 常 損 益 の 部 ）

営 業 損 益 の 部 千円 千円 千円

売 　 　 上 　 高 9,042,584 7,989,890 16,967,108
売 　 上 　 原 　 価 7,729,395 6,703,566 14,516,774
販売費及び一般管理費 739,378 683,585 1,349,451
営　業　利　益 573,810 602,738 1,100,881

営 業 外 損 益 の 部
営　業　外　収　益 40,439 58,202 111,473
受　取　利　息 37,406 55,148 108,418
雑　　収　　益 3,032 3,054 3,054
営　業　外　費　用 4,002 55,631 68,581
支　払　利　息 ― 40 47
雑　　損　　失 4,002 55,591 68,533
経　常　利　益 610,246 605,309 1,143,773

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 　 別 　 損 　 益 ― ― ―
税引前中間（当期）利益 610,246 605,309 1,143,773
法人税、住民税及び事業税 346,000 436,000 692,000
法 人 税 等 調 整 額 △71,989 △165,799 △176,807
中 間（ 当 期 ）利 益 336,235 335,109 628,580
前 期 繰 越 利 益 756,009 711,810 711,810
中　間　配　当　額 ― ― 100,100
中間（当期）未処分利益 1,092,245 1,046,919 1,240,291

当　中　間　期
自 平成14年4月 1日
至 平成14年9月30日

前　中　間　期
自 平成13年4月 1日
至 平成13年9月30日

前 事 業 年 度
自 平成13年4月 1日
至 平成14年3月31日

期　別

科　目 （ ）（ ）（ ）

（ 当 中 間 期 ） （ 前 中 間 期 ） （ 前 事 業 年 度 ）
1. 親 会 社 と の 取 引 高

売　　　　　上　　　　　高 5,675,395千円 5,964,807千円 12,278,529千円
仕　　　　　入　　　　　高 224,951千円 609,857千円 1,091,701千円
そ の 他 の 営 業 取 引 高 139,534千円 232,588千円 367,379千円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 5,260千円 65,296千円 84,365千円

2. 利益処分によって積み立てる準備金
プ ロ グ ラ ム 等 準 備 金 20,747千円 17,426千円 39,892千円

2. のプログラム等準備金は、繰延税金相当額控除後の数値にて表示しております。

（中間損益計算書脚注）

会社の概要

商　　 号 日立ビジネスソリューション株式会社

Hitachi Business Solution Co., Ltd.

本社事務所 〒140-0002 東京都品川区東品川4丁目12番6号
日立ソフトタワーB

TEL.（03）5780-3111（代表） FAX.（03）5780-3119

(登記上の本店)
〒230-0045 神奈川県横浜市鶴見区末広町1丁目1番43号

設立年月日 昭和51年4月

資　本　金 35億6,000万円

従 業 員 数 1,110名

取締役及び監査役

代表取締役
鴨　川　　和　正

取締役社長

専務取締役 下　矢　　吉　孝

常務取締役 北　川　　一　雄　　

取　 締　 役 佐　藤　　　　孜

取　 締　 役 金　子　　和　政

取　 締　 役 小木曽　　　　健

取　 締　 役 加　藤　　豊弥太

取　 締　 役 中　沢　　秀　夫

取　 締　 役 山　川　　　　秀

取　 締　 役 ○ 橋　　保　雄

常勤監査役 安　野　　正　一

監　 査 役 山　田　　真　之

監　 査 役 茂　村　　　　力

事業所

事 業 所 名 所　　在　　地 電 話（代表）

本社事務所
〒140-0002 東京都品川区東品川4丁目12番6号

（03）5780-3111
日立ソフトタワーB

戸塚事業所 〒244-0817 神奈川県横浜市戸塚区吉田町292番地 （045）862-4729

大阪営業所 〒541-0052 大阪市中央区安土町1丁目8番15号 （06）4705-0288

（注）1. 当社には現在、社外取締役はおりません。
2. 監査役山田真之氏及び茂村 力氏は、いずれも商法特例法第18条第1項に定める資格要件を満たす社外監査役であります。

（注）本社事務所及び登記上の本店は、平成14年10月に変更致しました。

中間損益計算書


